
 

 

  

 

 

  

平成 30 年度 確定申告の留意点 

 
税務・財務に関する情報を使いこなすことができれば、 

より豊かな人生が送れるものと確信しています。 

私どもは、情報を、どう使いこなすか？につきまして、 

何らかのお役に立てればと願っております。 

情報に目を通していただき、ご自身にどう当てはめたらよいのか！ 

お考えいただき、お分かりにくい点につきまして、弊社の担当者が  

お伺いした場合に、ご一緒に検討させていただきたく存じます。 

税務・財務に関する情報の提供を通じて、お客様の繁栄と、平安に、  

少しでも貢献できればと願います。 

 友 弘 正 人 
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はじめに 

 今年も確定申告の時期がやってきました。平成 29年度の税制改正により配偶者控除及

び配偶者特別控除制度が改正されました。控除額の改正の他に、所得者の収入金額に制限

が設けられるなど、大幅な改正となっています。 

 今回はこの制度改正と、確定申告の留意点をご紹介したいと思います。 

配偶者控除及び配偶者特別控除 

＜配偶者控除及び配偶者特別控除の控除額の改正＞ 

 配偶者控除の控除額が次表のとおり改正されたほか、所得者の合計所得金額が 1,000

万円を超える場合には、配偶者控除の適用を受けることはできないこととされました。 

 また、配偶者特別控除の対象となるのは、配偶者の合計所得金額が 38万円超 123万

円以下、かつ所得者の合計所得金額が 1,000万円以下の場合となり、次表のとおり控除

額が改正されました。 

◆改正後の配偶者控除額及び配偶者特別控除の一覧表 （国税庁ホームページより） 
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※配偶者の収入が給与

所得だけの場合、控除

額が 38万円となる 

配偶者の給与収入は、

改正前の 103万円以

下から 150万円以下

になりました。 
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ふるさと納税についての留意点 

（1）「ふるさと納税ワンストップ特例」 

①概要 

ふるさと納税をされた方は、確定申告をすることにより、所得税の寄付金控除及び個

人住民税の寄付金税額控除を受けることができます。 

確定申告の不要な給与所得者等がふるさと納税を行う場合、納税先が 5団体以内であ

れば確定申告を行わずに寄付金控除を受けられる仕組み「ふるさと納税ワンストップ特

例制度」が平成 27年 4月より創設されています。（平成 27年 4月 1日以降に行う

ふるさと納税が対象です。）ふるさと納税ワンストップ特例の適用をうける方は、所得

税からの控除は発生せず、ふるさと納税を行った翌年の 6月以降に支払う個人住民税の

減額という形で控除が行われます。 

 

②申請手続き 

この申請には、ふるさと納税を行う際に、各ふるさと納税先の自治体に特例の適用に

関する申請書を提出する必要があります。この特例の適用申請後に、転居による住所変

更等、申請書の内容に変更があった場合、ふるさと納税を行った翌年の 1月 10日まで

にふるさと納税先の自治体へ変更届出書を提出する必要があります。 

 

（2）注意点 

この特例の申請書を提出された方が、医療費控除を受けるなどのために確定申告をする

場合には、ワンストップ特例の適用を受けることができません。確定申告を行う際に全て

のふるさと納税の金額を寄付金控除額の計算に含める必要があります。 

 

（3）ふるさと納税の特産品の取扱い 

ふるさと納税に対する謝礼として特産品を受けた場合の経済的利益は、一時所得に該当

します。所得税法上、収入としなければいけない金額には、金銭以外の物や経済的利益の

額も含まれます。 

一時所得の金額は次のように計算します。 

 

一時所得   その年中の一時所得に  その収入を得るために  特別控除額 

の金額    係る総収入金額     支出した金額の合計額  50万円 
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公的年金等を受給されている方の申告について 

（1）確定申告をする必要のない方 

公的年金等の収入金額の合計額が 400万円以下（＊1）で、かつ公的年金等に係る雑所

得以外の所得金額（＊2）が 20万円以下である場合には、所得税の確定申告をする必要

はありません。 

（＊1）複数から受給されている場合は、その合計額です。 

（＊2）「公的年金等に係る雑所得以外の所得金額」で主なもの 

・給与所得 給与等の収入金額－給与所得控除 

 （収入金額が 85万円の場合、所得金額が 20万円です） 

・雑所得 個人年金、原稿料など 

（公的年金等以外） 

・一時所得 生命保険の満期返戻金など 

・配当所得 上場株式等の配当所得で、申告不要制度を選択した場合を除く 

 

（2）個人住民税の申告の必要のある方 

上記（1）に該当し、確定申告をしなかった場合で、次にあてはまるときは 個人住民

税の申告が必要です 

・公的年金等に係る雑所得のみがある方で、「公的年金等の源泉徴収票」に記載されて

いる控除（社会保険料控除や配偶者控除、扶養控除等）以外の各種控除の適用を受け

るとき 

・公的年金等以外の所得があった方 

公的年金等以外の所得の金額（上記（1）＊2の所得金額）が 20 万円以下で、所得

税の確定申告が必要ない方も個人住民税の申告が必要です 

 

最後に 

今回は、平成 30年度より適用となった配偶者控除及び配偶者特別控除の改正について

説明させていただきました。平成 30年度より、配偶者の所得金額と、所得者の所得金額

を確認して控除額を確定することになります。 

また今回の改正ではありませんが、誤りやすい事項として「ふるさと納税」と「公的年

金等を受給されている方の申告」について、説明させていただきました。 

ご不明な点がございましたら、弊社担当者にご確認ください。 
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